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Ⅰ 比較社会文化学府の教育目的と特徴 

 

１ 大学院比較社会文化学府は、異なる社会文化の共生をめざし、学際的・総合的なアプ

ローチによって、国際化、情報化、地球環境問題などの現代社会が抱えた諸問題の解明

に中核的な役割を担う研究者および高度専門職業人を組織的に養成することを目的に

している。 

 

２ 本学府では、この目的を達成するために、発信し行動する実践的な側面を重視するこ

とを趣旨に、「国際的な視野を備えた研究者を養成する」こと、および「学際的な見識

を備え異文化理解に高度な素養を持ち日本と世界を結ぶ専門職業人（国際交流専門職、

自然史・文化史専門職などの専門職）を養成する」こと、を中期目標として設定してい

る。 

 

３ 本学府は日本社会文化専攻と国際社会文化専攻の２専攻からなる。 

 

４ 本学府の教育目的において要となる専門性と学際性・総合性の両立、および豊かな国

際性と現場感覚は、意欲ある多様なバックグラウンドの学生の受け入れによって促進さ

れる。そこで本学府は、「自主的に研究テーマを発見し追求するモチベーションと能力

を備えた学生」および「本学府の教育の学際的内容に価値を認め、それを積極的に活用

する意欲のある学生」を求めるというアドミッション・ポリシーのもと、新規の大学卒

業者だけでなく、社会人と留学生の入学者を受け入れている。そして、専門性と学際性・

総合性の両立を複数の教員による指導により実現するという基本方針のもと、「指導教

員団」制度を軸とした教育活動を行っている。 

 

５ 本学府では、文理にまたがる領域に教員を配置し、多分野および多文化が交差する中

で専門を磨くという基本方針のもとで、「比較社会文化」と「理学」の学位を授与して

いる。修了生は国内外の研究職や報道関係、公務員等へ幅広い進路をとっている。 

 

６ 本学府では、教育実施体制の強化と、定員充足および学位授与率の適正化のために、

連携講座の設置による教育内容の拡充、COE の成果をふまえたコース新設、学位審査の

見直し、学生の研究・学習支援制度の整備、等の取り組みを推進している。また、その

改善効果を増すために、現状調査と学府 FD による計画-実行-点検-改善サイクルの強化

に取り組んでいる。 

 

７ これらの取り組みにより、本学府の教育目的は実現されている。今後も引き続き、国

際性と現場感覚を重視しつつ、高度な専門性と学際性・総合性の両立をより高度なレベ

ルで達成するために、幅広い人材の受け入れ・養成と「指導教員団」制度の改善・向上

に取り組んでいく。 

 

[想定する関係者とその期待] 

 研究者および高度専門職業人の育成、および、専門性と学際性・総合性の両立による学

術成果に関して、在校生・受験生およびその家族、とりわけ留学生および社会人、さらに

修了生、修了生の雇用者、そしてまた国内外の学界の期待を想定している。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

 本学府は、日本社会文化専攻と国際社会文化専攻の２専攻から編成されている。各専

攻のもとにおかれた講座と教育目的は資料１－１－Ａに示す通りである。 

 
資料１－１－Ａ 本学府の編成および教育目的 

専  攻  講      座  専攻の教育目的  

日本社会

文化専攻  

社会構造、文化構造、地域構造、

基層構造、地域資料情報、（自然

保全情報）、（極域地圏環境）、

経済構造、比較基層文明、産業資

料情報、日本語教育  

現代社会が直面している様々な問題を解決するた

めに、「世界、或いはアジアの中の日本」という観

点から、社会、文化、環境及びその変容について学

際的に問題解決に取りくむ研究者及び高度専門職

業人を組織的に養成する。  

国際社会

文化専攻  

アジア社会、欧米社会、比較文化、

地球自然環境、比較政治、地球環

境保全、異文化コミュニケーショ

ン、国際言語文化  

グローバル化と情報化、地球環境変動に伴い急速に

変容しつつある国際社会が、現代的課題を乗りこえ

ていくための方策を探求する研究者及び高度専門

職業人を組織的に養成する。  

※ 講座の（   ）は連携講座を示す。  

※ 教育目的は次の URL で公開：  http://www.scs.kyushu-u.ac.jp/pamphlet/scs2007.pdf 

 
 学生定員ならびに現員は資料１－１－Ｂ、Ｃに示す通り、全体として定員充足を満たし

ている。専攻による定員充足率の差異は、専攻ごとの定員をそのままにして学生ニーズ等

に応じて日本社会文化専攻へ教員の補強を行ったことによる。この点および定員充足全般

での適正化に向けた取り組みを、資料１－１－Ｄに示す。 

資料１－１－Ｆに示す通り、本学府は積極的な留学生・社会人の受け入れを特徴とし、

特に留学生は３割の高率である。 

 

資料１－１－Ｂ 修士課程の専攻別の学生定員と現員（各年 5 月 1 日現在） 

専  攻  
平成 16 年度  平成 17 年度  平成 18 年度  平成 19 年度  

定員  現員  充足率  定員  現員  充足率  定員  現員  充足率  定員  現員  充足率  

日本社会文化専攻  48 79 164.6 48 66 137.5 48 60 125.0 48 77 160.4 

国際社会文化専攻  52 35 67.3 52 37 71.2 52 37 71.2 52 31 59.6 

計  100 114 114.0 100 103 103.0 100 97 97.0 100 108 108.0 

 

資料１－１－Ｃ 博士後期課程の専攻別の学生定員と現員（各年 5 月 1 日現在） 

専  攻  
平成 16 年度  平成 17 年度  平成 18 年度  平成 19 年度  

定員  現員  充足率  定員  現員  充足率  定員  現員  充足率  定員  現員  充足率  

日本社会文化専攻  60 117 195.0 60 94 156.7 60 96 160.0 60 98 163.3 

国際社会文化専攻  60 94 156.7 60 82 136.7 60 58 96.7 60 54 90.0 

計  120 211 175.8 120 176 146.7 120 154 128.3 120 152 126.7 

 

資料１－１－Ｄ  定員充足の適正化に向けた取り組み  

◎多様な学生を幅広く受け入れるための取り組み  

・資料１－１－Ｅに示すように、修士課程では秋季、春季、および個別選考と多様な入学考査を設

定し、それぞれに留学生・社会人の定員枠を明示している。博士後期課程は春期入試のみで、留学
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生・社会人の定員枠を明示している。  

・学府ホームページによる過去の入試問題の公開、学生募集要項のダウンロード等、情報化に努め

て広く国内外からの応募を促している。  

◎教員配置・改組による適正化の取り組み  

・定員充足の適正化と、教育水準の維持・高度化を両立するために、教員補充に際して専攻間で教

員配置の適正化を進めてきた。  

・専攻改編によるさらなる適正化や、入学定員における留学生・社会人枠の拡大を検討する作業部

会を、将来計画委員会のもとに設置した。専攻改編については、専攻を越えた教育の実態と定員充

足率の専攻間格差の解消を考慮し、 1専攻複数コース案を第一次案として策定した。  

 

資料１－１－Ｅ 平成 19 年度における各種入試の実施状況 

専攻  区分  

募
集
人
員  

秋季入試  個別入試  春季入試  計  

志
願
者  

受
験
者  

合
格
者  

入
学
者  

志
願
者  

受
験
者  

合
格
者  

入
学
者  

志
願
者  

受
験
者  

合
格
者  

入
学
者  

志
願
者  

受
験
者  

合
格
者  

入
学
者  

修士課程  

日 本 社

会 文 化

専攻  

一  般  24 25 21 12 12 11 11 10 9 39 36 20 20 75 68 42 41 

社会人  (3) (3) (3) (2) (2) (5) (5) (4) (4) (5) (3) (1) (1) (13) (11) (7) (7) 

留学生  (5) (9) (8) (4) (4) (2) (2) (2) (2) (19) (19) (10) (10) (30) (29) (16) (16) 

国 際 社

会 文 化

専攻  

一  般  26 9 8 4 3 1 1 1 1 19 18 12 9 29 27 17 13 

社会人  (3) (1) (1) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (3) (3) (1) (1) (4) (4) (2) (2) 

留学生  (3) (2) (2) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (6) (5) (5) (4) (8) (7) (6) (5) 

合計  

一  般  50 34 29 16 15 12 12 11 10 58 54 32 29 104 95 59 54 

社会人  (8) (4) (4) (3) (3) (5) (5) (4) (4) (8) (6) (2) (2) (17) (15) (9) (9) 

留学生  (6) (11) (10) (5) (5) (2) (2) (2) (2) (25) (24) (15) (14) (38) (36) (22) (21) 

 博士後期課程  

日 本 社

会 文 化

専攻  

一  般  20   26 25 22 20 26 25 22 20 

社会人  (2)   (4) (4) (3) (3) (4) (4) (3) (3) 

留学生  (2)   (12) (12) (10) (9) (12) (12) (10) (9) 

国 際 社

会 文 化

専攻  

一  般  20   12 12 11 11 12 12 11 11 

社会人  (2)   (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) 

留学生  (2)   (4) (4) (4) (4) (4) (4) (4) (4) 

合計  

一  般  40   38 37 33 31 38 37 33 31 

社会人  (4)   (6) (6) (5) (5) (6) (6) (5) (5) 

留学生  (4)   (16) (16) (14) (13) (16) (16) (14) (13) 

※数値のカッコは「一般」の中の内数であることを示す。  

 

資料１－１－Ｆ 留学生・社会人の現員（各年 5 月 1 日現在）  

専攻  

修士課程  博士後期課程  

留学生  社会人  留学生  社会人  

H16 H17 H18 H19 H16 H17 H18 H19 H16 H17 H18 H19 H16 H17 H18 H19 

日本社会

文化専攻  
28 21 22 26 7 4 5 14 43 30 36 39 20 15 15 16 

国際社会

文化専攻  
7 9 9 10 5 3 5 8 18 21 15 14 15 15 12 12 

計  

全現員に

対する % 

35 

30.7 

30 

29.1 

31 

32.0 

36 

33.3 

12 

10.5 

7 

6.8 

10 

10.3 

22 

20.4 

61 

28.9 

51 

29.0 

51 

33.1 

53 

34.9 

35 

16.6 

30 

17.0 

27 

17.5 

28 

18.4 

 

大学院重点化している本学では、学校教育法第 66 条ただし書きに基づき、教育部（大
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学院学府）と研究部（大学院研究院）を設置し、後者の研究院を教員が所属する組織とし

ている。本学府の教育研究上の責任部局は資料１－１－Ｇに示す通りであり、その運営は

構成員からなる学府教授会による。  
大学設置基準等の改正に伴い、平成 19 年４月１日からは、教育研究上の責任体制を明

確にするため、教授、准教授、講師、助教を配置している。本学府を担当する指導教員数

は資料１－１－Ｈに示す通りであり、大学院設置基準を満たしている。  
特筆すべきこととして、資料１－１－Ｉに示すように連携講座を整備して総合性と国際

性を強化し、欠員教員の補充に際しては、本学府を拠点とする 21 世紀 COE との関係や留

学生相談担当等の中期計画課題を考慮して、前任者の専門にこだわらず柔軟な人事を行っ

ている。 

 

資料１－１－Ｇ 教育研究上の責任部局（担当教員の所属する研究院等） 

専   攻  責  任  部  局  

日本社会文 化専

攻  

比較社会文化研究院，人文科学研究院，経済学研究院，言語文化研究院，図書

館付設記録資料館，留学生センター  

国際社会文 化専

攻  

比較社会文化研究院，法学研究院，言語文化研究院，熱帯農学研究センター  

 
資料１－１－Ｈ 専任教員の配置状況（平成 19 年 5 月 1 日現在） 

専  攻  課   程  

大学院指導教員数  大学院設置基

準上の必要教

員数  研究指導教員数  研究

指導

補助  

教員

数  

合  計  

教授  准教授  講師  助教  計  

 うち研

究指導

教員  

日 本 社 会

文化専攻  

修士課程  20  14  1  1  36  0   36   5 3 

博士後期

課程  
20  14  1  1  36  0   36   5 3 

国 際 社 会

文化専攻  

修士課程  19  12  0  0  31  0   31   5 3 

博士後期

課程  
19  12  0  0  31  0   31   5 5 

計  

修士課程  39  26  1  1  67  0   67   10 6 

博士後期

課程  
39  26  1  1  67  0   67   10 10 

 
資料１－１－Ｉ 連携講座の履歴  

連携機関  連携期間  専攻  講座名  連携教員（客員） 

自然環境研究センター  H9.4.1～  日本社会文化専攻  

 

地域資料情報  

自然保全情報 (H12.4.1～ ) 

教授 2、助教授 1 

 

財団法人国際通信経済研

究所  

H15.4.1～

H18.3.31 

日本社会文化専攻  国際通信・経済  教授 1、助教授 2 

国立極地研究所  H18.10.1 ～

H23.3.31 

日本社会文化専攻  極域地圏環境  教授 2、助教授 1 

 
本学府の専任教員数および非常勤講師（連携講座を含む）数は、資料１－１－Ｊに示す

通りである。教員一人当たりの学生数からみて、教育課程の遂行に必要な教員を十分に確

保している。  
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資料１－１－Ｊ 担当教員配置状況（平成 19 年 5 月 1 日現在） 

 教授 准教授 講師 助教 小計 
非常勤 

講師 
計 

学生

数  

教員１人

当たり学

生数  

修士課程  39  26  1  1  67  15  82  108  1.32  

博士後期課程  39  26  1  1  67  15  82  152  1.85  

※非常勤講師には連携講座の客員教授・准教授６を含む。  

 

 

観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

本学府における教育上の課題は、将来計画委員会を中心に中期計画・年度計画として設

定し、教務学生委員会を中心に定常的な評価と改善が行われている。教育内容・方法の改

善に向け、教務学生委員会は毎月学生の就学状況を点検する他、関連委員会と連携して授

業評価、学生調査、授業実態調査を定期的に実施・分析し、その結果を教授会に報告する

とともに、改善を行う。その取り組みは資料１－２－Ａに示すいくつかの中期計画課題の

改善と目標実現に適切に反映されている。  
 

資料１－２－Ａ 教育内容、教育方法の改善に向けた取り組みとそれに基づく改善の状

況 

教 育上の課

題 を扱う体

制  

将来計画委員会（学府長、副学府長、教務学生委員長、自己点検・評価委員長、ほ

か数名）が中心となって中期計画・年度計画として教育上の課題を設定する。教務

学生委員会が、自己点検評価委員会等の関連委員会と連携して点検・評価を行い、

教授会の承認を得ながら、改善を実施する。  

改 善に向け

た 実施体制

と取り組み  

①  教務学生委員会が主導して平成 11 年、 15 年、 18 年に授業評価を実施した。平

成 15 年と 18 年は、教育研究上の課題を幅広く検討するために、同時に学生アン

ケート調査を実施した。  

②  自己点検評価委員会が平成 18 年度から、学生の研究状況に関わる「学生基礎情

報調査」および教員を対象とした「授業実態調査」を実施し、その結果を教務学

生委員会に供している。  

改善の状況  

①  学生支援制度の改善  

・  留学生相談室の設置。平成 17 年に担当教員を採用して開設し、全学的なチュ

ーター制度と組み合わせて留学生支援を行っている。平成 19 年度の利用数 85

件（月平均 6.8 件）、内訳は日本語学習に関すること 40 件、就職に関すること

25 件、等。  

・  学会報告旅費支援制度の整備（資料１－２－Ｂ参照）。  

・  非母国語論文執筆支援。図書紀要経費として 16 万円を計上し、学生紀要の非

母国語論文について校正にかかる費用を学府が負担する支援を、平成 17 年に開

始した。  

②  専門社会調査士資格に対応したカリキュラム整備、履修コースの明示、シラバ

スの改善、学位審査手続きの改善等。   

 

資料１－２－Ｂ 学会旅費支援の概要および実績（件数、カッコ内％） 

【制度の概要】  

・学生の研究能力と表現能力を育成する目的で、本学府在籍の院生の学会発表（旅費・滞在費等）

を支給。整備は平成 14 年度、法人化（平成 16 年度）以降は院長裁量経費から 200 万円を計上し、

1 人 5 万円程度の支援を行っている。学生の申請にもとづき教務学生員会が選考して、支援対象者

を決定する。  

【実績】（下表）  

・ 平均 40 件。活用は盛んで、例年予算が足りずに途中打ち切りになり、海外旅費支援も抑制され

る。そこで旅費の部分支援を可能にし、より数多く、また海外旅費を支援しやすくする改善を行っ
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た（ H20 年度より実施）。  

・  円滑な教育課程への効果が、修士や若い学年、留学生の活用の定着に反映している。また、国

際教育の面での効果が、国際会議の比重が増している点に反映している。  

  平成 16 年  平成 17 年  平成 18 年  平成 19 年  

件数  38   40   40   40   
                  

学生特

性  

修士  6 (15.8) 6 (15.0) 9 (22.5) 10 (25.0) 

博士 1-2 年  18 (47.4) 19 (47.5) 16 (40.0) 14 (35.0) 

博士 3 年  14 (36.8) 15 (37.5) 15 (37.5) 16 (40.0) 
                  

留学生  10 (26.3) 10 (25.0) 12 (30.0) 14 (35.0) 
                  

会議特

性  

地域学会等  3 ( 7.9) 2 (5.0) 3 ( 7.5) 7 (17.5) 

全国学会・会議等  27 (71.1) 32 (80.0) 26 (65.0) 23 (57.5) 

国際学会・会議等  8 (21.1) 6 (15.0) 11 (27.5) 10 (25.0) 

 
本学府における FD は、平成 18 年度から教務学生委員会が主導して、資料１－２－Ｃに

示す内容と形式で実施されている。学府 FD によって指導教員団をめぐる課題の共有（新任

者の研修を含む）等が促進され、個々の学生の状況に応じたきめ細やかな指導調整の強化

と支援体制の拡充等の改善が、指導・支援面での学生の高い評価に反映している（上述の

資料１－２－Ａ、後述の資料３－１－Ｂ参照）。  
 全学 FD（資料１－２－Ｄ）には全学教育に関わる立場から多くの教員が参加し、教

員のレベルアップに活用している。  

 
資料１－２－Ｃ 比較社会文化学府におけるＦＤの開催状況・テーマ 

 開催回数  参加者数  テーマ  

平成 18年度  1 回  50 複数教員指導の現状と課題  （本学府教員による各種の調査結

果をふまえた基調報告と議論）  

平成 19年度  1 回  40 学生に如何に対処するか  （医学研究院精神科教授を講師に招

いての研修）  

 

資料１－２－Ｄ 全学ＦＤへの参加状況（延べ数） 

 本学府の参加者数  テーマ  

平成 16 年度  34 
新任教員の研修、GPA 制度の導入に向けて、18 年度問題とその

対応、大学院教育の新展開  

平成 17 年度  12 新任教員の研修、大学評価を知る、 TA のあり方  

平成 18 年度   6 
新任教員の研修、コアセミナーの目標と課題、 GPA 制度が目指

すこと  

平成 19 年度  21 
新任教員の研修、認証評価で見出された九州大学の教育課題と

今後の対応、成績評価に関する基準の策定とその運用  

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準)  期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

本学府は、２専攻編成の中に文理にまたがる多分野の専任教員を有機的に配置し、

さらに連携講座を配置して、教育目的の達成に必要な専門性と学際性・総合性のバラ

ンスを図っている。学生の定員充足は、全体的・長期的視点からの教員補充や、多様
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な入学考査と情報化の努力が実り、全体として良好である。定員の専攻間調整は、１

専攻改編として解消すべく第一次案策定まで取り組みが進んでいる。  
教育内容、教育方法の改善に向けては、教務学生委員会を中心とした評価・実態調

査および学府 FD を通して定期的に現状点検を行い、その結果は中期計画・年度計画に

掲げる目標の実現に着実に結びついている。  
以上の取り組みは学際組織の特性をよく生かしており、さらにその改善を着実に行

っている点からみて、高度な専門性と学際的・総合的アプローチを両立させる教育実

施体制、という関係者の期待を上回ると判断される。  
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

本学府では、研究者および高度専門職業人の養成という教育目的（前掲資料１－１－Ａ）

に応じて、九州大学大学院通則に従って博士課程５年を前期２年の修士課程と後期３年の

博士後期課程に区分する教育課程をとっている。それぞれの課程について、資料２－１－

Ａのように教育方法と修了要件を定め、授与する学位として修士（比較社会文化、理学）、

博士（比較社会文化、理学）を定めている。 

 
資料２－１－Ａ 九州大学大学院比較社会文化学府規則 

◎教育方法  （第４条より抜粋）  

授業科目の授業、および、学位論文の作成等に対する指導（「研究指導」）によって行う。  

◎修士課程の修了要件  （第１１条より抜粋）  

修士課程に２年以上在学し、30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の

審査および最終試験に合格すること。（早期修了規定あり）  

◎博士後期課程の修了要件  （第１２条より抜粋）  

博士課程に５年（修士課程２年を含む）以上在学し、 42 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指

導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。（早期修了規定あり）  

 
 教育課程編成の基本方針は、学際的・総合的視野をもつ研究者および高度専門職業人の

養成である。これをふまえ、課程に応じて資料２－１－Ｂに示す科目配置と履修方法を定

めている。特に、総合演習や調査研究方法論等、指導教員団が毎回一堂に会して実施する

科目を配置することによって、学際的な実施体制を有機的に教育内容に反映させている。

修士課程では関連科目８単位以上の履修を必須とし、学際的・総合的視野の育成を実質化

している。また、本学府を拠点とした 21 世紀 COE「東アジアと日本：交流と変容」の教育

拠点形成の成果を歴史学拠点コースの新設（平成 19 年度）として継承し、これによりアジ

ア国際化の点で教育内容が質量ともに充実した。 

 
資料２－１－Ｂ 科目構成及び履修方法  

修士課程  

科目の種類  科目の目標  

各教員の個別科目  各教員による専門的演習。  

各教員の特別研究  各教員による修士論文研究指導。  

各講座の総合演習  講座単位の複数教員による学際的・総合的討論演習。  

各講座の調査研究方法論  講座単位の複数教員による学際的・総合的方法論演習。 

専攻共通の総合演習  専攻・講座を越えた複数教員による専門的演習。  

歴史学拠点コース総合演

習  
専攻共通。複数教員による。  

専攻共通の調査研究方法

論  
専攻・講座を越えた複数教員による専門的方法論演習。 

履修方法  

・専門科目は、所属する専攻において開設する授業科目、関連科目は、所属する専攻

以外の専攻が開設する授業科目ならびに他の学府の授業科目、とする。  

・専門科目から 22 単位以上、関連科目から 8 単位以上、計 30 単位以上修得すること。 

・専門科目には、総合演習、調査研究方法論および特別研究の単位を、それぞれ 4

単位以上、計 12 単位以上含むこと  

・他の学府の授業は 10 単位を限度として、関連科目として認定する。  

博士後期課 科目の種類  科目の目標  
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程  
博士総合演習  Ⅰ、Ⅱ  

世話人教員を含む教員団による学際的・総合的討論演

習。（修士の総合演習と共通）  

歴史学拠点コース科目  

Ⅰ、Ⅱ  

世話人教員を含む教員団による総合的コース演習。（修

士の総合演習コース科目と共通）  

博士演習  Ⅰ、Ⅱ  世話人教員、指導教員の専門に基づく専門的演習。  

博士特別研究  世話人教員による博士論文研究指導。  

履修方法  

・博士総合演習Ⅰ、Ⅱ、博士演習Ⅰ、Ⅱの単位をそれぞれ 2 単位以上、並びに、博士

特別研究 4 単位、計 12 単位以上を修得すること。  

 
研究指導については課程ごとに「研究指導内規」を定め、資料２－１－Ｃに要点を示す

ように、指導教員団の編成、学位論文の段階的な指導手続きと審査・最終試験の方法等を

明示して、教育内容の標準化および効率化を図っている。 

 

 資料２－１－Ｃ 研究指導の段階的・標準的流れ 

 修士課程  博士課程  

1 年次  前期  

 

後期  

・指導教員団および世話人教員の選定  

・研究実施計画書の提出  

・修士論文計画書の提出  

・指導教員団および世話人教員の選定  

・研究実施計画書の提出  

2 年次  前期  ・修士論文中間発表   

3 年次   ・博士論文計画書の提出  

・論文提出資格取得候補者の取得  

 

 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

学生のニーズ、社会からの要請等に応じた教育課程の編成に関して、第一に、複数教員

指導により、資料２－２－Ａに示すように狭い専門分野に収まらない学生のニーズに応え

る教育課程を整備している。第二に、21 世紀 COE の成果としての歴史学拠点コースの開設

や、南極観測等の国家事業や各種の共同研究プロジェクトの成果を反映した授業など、社

会からの要請に応え、学術の発展動向を主導する教育課程を整備している。その他にも資

料２－２－Ｂに示すような取り組みがある。特に、韓国や中国との交流の進展は、本学の

中期計画に基づいて、双方向的な留学や共同研究のニーズに応えるものであり、留学生の

受け入れや、学生の研究活動の国際化、論文業績に効果が表れている。 

 
資料２－２－Ａ 指導教員団の講座・専攻を越えた編成にみられる多様な学生ニーズ 

指導教員団（原則 3 名）  

の講座  

平成 18 年度入学者  平成 19 年度入学者  

修士課程 (54 人 ) 博士課程 (31 人 ) 修士課程 (48 人 ) 博士課程 (32 人 ) 

1 講座のみ  

2 講座にわたる  

3 講座にわたる  

複数講座で専攻を越える  

23 (42.6%) 

17 (31.5%) 

13 (24.1%) 

13 (24.1%) 

3 ( 9.7%) 

19 (61.3%) 

9 (29.0%) 

16 (51.6%) 

16 (33.3%) 

22 (45.8%) 

10 (20.8%) 

19 (39.6%) 

5 (15.6%) 

19 (59.4%) 

8 (25.0%) 

17 (53.1%) 
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資料２－２－Ｂ 学生ニーズや社会からの要請に応じた教育課程の編成（修士・博士共通） 

教育課程上の取り組み  概   要  

日 韓 学 術 交 流 協 定 に

基づく交換留学、研究

交流  

・平成 19 年度に釜慶大学校人文社会科学大学と部局間学術協定を締結し、

単位互換による留学及び研究交流の機会が拡充された。  

・この協定にもとづき、平成 19 年 12 月より 4 名の特別研究学生を受入れ

ており、さらに平成 20 年度 4 月から 3 人の特別聴講学生を受け入れるこ

とが決定している。  

東 ア ジ ア 史 研 究 コ ン

ソーシアム  

・21 世紀 COE の成果として平成 17 年に開設し、提携校との間で、毎年数

回の集中講義やシンポジウムによる教育研究交流を行っている。  

・院生も運営に参加させて、国際共同研究の OJT 教育を行っている。  

・4 年間の成果は COE 邦文紀要 4 本、英文紀要 3 本の学生論文等に反映し

ている。  

東 ア ジ ア 言 語 文 化 学

会（韓日言語文化フォ

ーラム）  

・日本語教育の分野で平成 12 年から継続している韓国・中国との研究交

流。毎回数名の学生発表を組み、国際的教育の場として活用している。  

日 韓 社 会 学 合 同 セ ミ

ナー  

・平成 19 年度から釜山大学社会学部と定期的な合同セミナーを開催して

いる。英語による院生の研究発表を中心とし、社会学関係の学生・教員約

25 名が参加。  

・本セミナーでの報告をふまえた業績として、博士学位取得が 1 件、査読

つき雑誌の論文掲載が 2 件ある。  

専 門 社 会 調 査 士 の 認

定科目の配置  

・平成 16 年度から毎年、専門社会調査士の認定科目を開設している。平

均 5～ 6 名が受講。平成 19 年度に資格取得第 1 号を輩出した。  

社 会 人 に 配 慮 し た 夜

間開講  

・社会人学生の要望に応じて、教員の個別的対応ではあるが、夜間開講を

実施している。（平成 19 年度４科目）  

英語、その他の多言語

の 教 材 使 用 お よ び 授

業運営  

・多様な専門の教員を活用して、英語に限らず多言語の教材を用いた教育

ニーズに応じている。いくつかの科目では英語や、その他の言語による、

プレセンテーションおよび討論を取り入れている。  

ＯＪＴ教育、それを通

し た 最 新 の 研 究 の 反

映  

・多くの分野で、科研費プロジェクト等によるフィールド調査や社会調査、

文献調査に学生を参加させて、最新の研究にもとづく調査ノウハウのＯＪ

Ｔ教育を行っている。  

最 新 の 研 究 に 基 づ く

専 門 教 育 お よ び 学 際

教育  

・専門的演習では、教員がそれぞれの専門で最新の研究動向を反映させる

取り組みを常時行っている。例えば理系の総合演習は複数講座合同で開講

し、教員の研究報告とそれをめぐる教員間の議論をふまえて演習を行って

いる。リーディングスを充実させたり、最新の研究を紹介するテキストを

作成したりしている授業もある。  

・専攻共通の総合演習や調査研究方法論では、それをわかりやすく学際教

育に取り込んでいる。例えば社会調査法の調査研究方法論は、専門社会調

査士資格の認定科目として幅広く開講し、講義と実習を織り交ぜて高度な

統計分析を初学者にも修得できるように工夫している。  

 
また、本学府では研究生、科目等履修生等の入学を許可しており、在学状況は資料２－

２－Ｃに示す通りである。研究生は約７割が留学生である。 

 

資料２－２－Ｃ 研究生、科目等履修生等の在学状況（毎年 5 月 1 日現在）  

  説        明  
16 年

度  

17 年

度  

18 年

度  

19 年

度  

研究生  
学府において、特定の専門事項について研究するこ

とを志願する者  
29 14 22 26 

特別聴講

学生  

他の大学又は外国の大学の学生で、本学において、

学府で開講する特定の授業科目を履修することを

志願する者  

    1 2 

科目等履

修生  

本学の学生以外の者で、学府の授業科目のうち一又

は複数の授業科目を履修することを志願する者  
4 3 9 4 

全体    33 17 32 32 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 本学府では、修士２年、博士後期課程３年に区分した５年の教育課程を編成し、指導教

員団と科目との有機的な連関、多分野にわたる単位取得を促しつつ、学際的・総合的視野

をもつ研究者および高度専門職業人の養成に向けて、授業科目を配置している。 

 COE や研究プロジェクトの最先端の成果をふまえた授業やコース新設、アジア教育研究

交流の推進、社会人や留学生に配慮した科目等は、学生の多様なニーズ、学術の発展動向、

社会からの要請に対応する教育課程の編成である。  
以上のように専門性と学際性・総合性をバランスよく編成し、最先端の学術動向と国際

化を盛り込んだ教育内容は、特に優れており、学術主導とそれを反映した研究者および高

度専門職業人の育成の点から、関係者の期待を上回ると判断される。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

本学府では、資料３－１－Ａが示す通り、学生は入学（進学）初年度に指導教員団を編

成する（この編成は見直し、変更が可能）。前掲の資料２－２－Ａが示す通り、指導教員団

は個々の学生ごとに専門性と学際性・総合性のバランスを調整する要である。中期計画で

もこの機能維持を目標にしており、資料３－１－Ｂに示す通り、概してその目標を達成し

ている。同じ学生アンケート調査では、指導教員による授業以外の日々の指導・支援につ

いても６割以上が「十分」と回答している。 

 
資料３－１－Ａ 指導内規における指導教員団の規定（修士課程の該当条項、一部省

略）  
第 2 条  修士学生は，入学後，本学府教員（客員教授及び客員准教授を含む。）の中から希望する

指導教員 3 名以上を選び，その氏名を所定の期日までに本学府長に届け出なければならない。  

第 3 条  修士学生は，入学半年後に，指導教員団の中から世話人教員 1 名を選び，その氏名を別

に定める様式により，所定の期日までに本学府長に届け出なければならない。  

2  世話人教員は，学生の研究指導にあたって，指導教員団の意思をとりまとめるものとする。  

 
資料３－１－Ｂ 指導教員団の評価      ［平成 18 年学生アンケート調査。値は％］ 

指導教員団制度は、あなたの場合、次の点

でうまくいっていますか。  

うまくい

っている  

どちらか

と い え

ば、うま

くいって

いる  

どちらか

と い え

ば、うま

くいって

いない  

う ま く い

っ て い な

い  

わ か ら な

い  

 ａ．修士論文や博士論文の執筆指導  37.7  31.9  17.4  8.7  4.3  

 ｂ．授業運営に関する連携調整  21.7  42.0  13.0  14.5  8.7  

 ｃ．進路指導に関する調整  20.3  33.3  11.6  21.7  13.0  

 ｄ．自分の研究関心に合った指導教員団

の編成  
33.3  39.1  11.6  11.6  4.3  

 ｅ．指導教員団登録・変更の手続き  40.6  29.0  7.2  13.0  10.1  

総じて  37.7 24.6 18.8 7.2 11.5 

 
指導教員団を軸として、本学府の教育方法は授業科目と研究指導から成る（前掲資料２

－１－Ａ参照）。  
研究指導は、前掲の資料２－１－Ｃに示したように学位論文執筆の段階的チェックを設

けている。随時多様な形で開講する「特別研究」を中軸にして、電子メールによるコメン

ト、インターネットや電子ジャーナルを活用したリーディングスや資料の閲覧等、様々な

工夫を取り入れて、学生の学習状況を総合的に点検しながら論文指導を行い、コースワー

クを実質化している。  
教育目的に関わる急速な国際化・情報化と地球環境変動に関わる諸問題の解明のため、

本学府の授業形態は、理論的な討論とともに、データ・資料の収集・分析に関わる方法論

を重視している。平成 19 年度の科目の開講方法と開講数を資料３－１－Ｃに示す。このよ

うに専門性と学際性・総合性のバランスとともに、理論と方法論のバランスを配慮し、な

おかつ段階的な開講を行うことにより、コースワークに対応している。 

修士課程「総合演習」は講読と議論を中心とした演習である。「調査研究方法論」の形

態は分野で異なり、理系は実験とフィールド実習、文系は社会調査や資料・テキスト読解
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法の演習・実習が中心である。いずれも複数教員が毎回一同に介して行う授業であり、講

義型、討論型、フィールド型等、多様な授業方法が試みられ、資料３－１－Ｄが示す通り

学生からも評価されている。 

博士後期課程では、「博士演習」は理論と方法にまたがる専門教育、「総合演習」は学際

的・総合的討論演習に主眼をおいている。これらの科目を学年推移で段階的に配置し、博

士論文完成に向けた教育効果を高めている。 

両課程とも、学位論文指導を行う「特別研究」をおき、研究指導の中核としている。 

これらの主要科目はすべて教授および准教授が担当しており、講師・助教・非常勤講師

は主要科目以外の科目を担当している。 

 

資料３－１－Ｃ 科目の授業形態と開講数（平成 19 年度） 

 修士課程  博士後期課程  

多対多  1 対多  1 対 1 多対多ないし 1 1 対 1 

理論・討論  

演習  

総合演習  

(2 単位 108) 

 

専 攻 共 通 演

習  

(2 単位 4) 

(4 単位 1) 

 

教 員 個 別 科

目  

(2 単位 312) 

 

 博士総合演習  

(2 単位 40) 

 

博士演習  

(2 単位 144) 方法論  

演 習 、 実

験、実習  

調 査 研 究 方 法

論  

(4 単位 19) 

(2 単位 4) 

 

論文指導   特別研究  

(4 単位 18) 

博士特別研究  

(4 単位 72) 

 ※  「多対多」は、開講講座や指導教員団の複数教員が一堂に会して、複数の学生を相手にして行う

授業形態。博士課程においては多対 1 の場合も少なくない。同様に「 1 対多」は各教員が 1 人で複

数学生を相手にして行う授業形態、「 1 対 1」は文字通りの個別授業形態である。  

 ※  2 単位の科目は前後期別・年次別に開講され、学期・年次進行で段階的に組まれている。 4 単位

の科目は通年で年次別に開講され、年次進行で段階的に組まれている。  

 

資料３－１－Ｄ 有意義だった授業の取り組み    ［平成 18 年学生アンケート調査］ 

１．適切に準備されたリーディングス  24.6   ８．討論の訓練  38.5  

２．さまざまなメディアを活用した教材  9.2   ９．論文執筆の訓練  43.1  

３．充実した実験機器  13.8   10．プレゼンテーションの訓練  40.0  

４．情報機器の活用  27.7   11．夜間開講  3.1  

５．フィールドワーク、調査実習  26.2   12．オフィスアワーによる授業外指導  23.1  

６．教員の最新研究の反映  30.8   13．その他  3.1  

７．自分の研究に結びつく演習・実験  50.8      

※  複数回答。有効回答者 65 人に対するパーセント。  

 

本学府では、資料３－１－Ｅのように、全学的基準に沿った授業科目の履修の手引きと

シラバスを作成して公開するとともに、入学時のオリエンテーションでシラバスにもとづ

く履修説明を行っている。  
 

資料３－１－Ｅ シラバスの共通記載項目 

基準掲載項目  記載内容  

授業科目   

担当教員  複数の場合は全員  

開講学期  前期   or  後期   or  通年  

単位数  2 単位  or 4 単位  

履修条件  条件を設定したい場合に、条件を記入  
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対象学年   

授業の概要  授業の概要を記入  

授業の進め方と達成

目標  
授業の達成目標と、その目標達成に向けた授業の進め方を記入  

教科書及び参考図書  使用する教科書及び参考図書を記入  

試験・成績評価等  成績評価の方法と基準を記入  

その他  
学習相談の方法（オフィスアワー）等、上記以外の項目で学生に周知し

たい事項を記入  

シラバス公開 URL：  http://scs.kyushu-u.ac.jp/index-j.html 

 

学生アンケートでは、シラバスを記載した『学生便覧』の活用率・満足率は７割をこえ

る。シラバスでの評価方法の明示により、単位認定の適正さに対する評価はよい（資料３

－１－Ｆ）。  
 
資料３－１－Ｆ 単位認定の適正さ評価 

［平成 18 年学生アンケート調査。値は％］ 

本学府における単位認定の仕方は、次の点で適正

であると思いますか。  

適 正 で

ある  

ど ち ら

か と い

え ば 適

正 で あ

る  

ど ち ら

か と い

え ば 適

正 で は

ない  

適 正 で

はない  

わ か ら

ない  

 ａ．評価基準の明示  43.5  27.5  10.1  8.7  10.1  

 ｂ．課題遂行に対する評価  44.9  30.4  10.1  5.8  8.7  

 ｃ．分野による評価基準や難易度の違いの調整  44.9  23.2  5.8  10.1  15.9  

 ｄ．教員による評価基準や難易度の違いの調整  37.7  27.5  7.2  10.1  17.4  

 

また、総合演習と調査研究方法論に博士後期課程学生を TA として配置して、教育効果

を高めている。博士学生については RA を活用した OJT 的な研究指導も行っている。TA と

RA の採用状況を資料３－１－Ｇに示す。その他にも、COE 等による各種の国際会議に、運

営を含めて学生を積極的に参加させ、国際化の要請に応えつつ実践的な訓練の場を提供し

ている。 

 

資料３－１－Ｇ ＴＡ・ＲＡの採用状況 

 平成 16 年度  平成 17年度  平成 18年度  平成 19 年度  

ＴＡ採用数（延べ人数） 97 91 87 92 

ＲＡ採用数（延べ人数） 10 ８  ８  11 

 
 
観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

修士学生の平均取得単位数は約 40 単位、１学期５科目程度であり、自主的な研究時間

は十分に確保できると思われる。授業に要する準備・負担は学生から適正と評価されてい

る（資料３－２－Ａ）。入学時には全体および分野ごとに履修指導やコース説明を行い、主

体的な学習を促している。入学後も、指導教員団による個別的な履修指導を行い、本学府

事務部の大学院係や、専任教員を配置した留学生相談室等、学生の自主的な学習・研究に

ともなう相談の窓口を設けている。 
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資料３－２－Ａ 授業のために要求される準備・負担は適正か  
 ［平成 18 年学生アンケート調査。値は％］ 

 
適 正 で あ

る  

ど ち ら か と

い え ば 適 正

である  

ど ち ら か と

い え ば 適 正

ではない  

適 正 で は な

い  
わからない  

個人ゼミ  

総合演習  

調査研究方法論  

博士演習  

44.6 

47.1 

41.3 

35.5 

40.0 

39.7 

38.1 

32.3 

9.2 

5.9 

12.7 

12.9 

3.1 

5.9 

4.8 

3.2 

3.1 

1.5 

3.2 

16.1 

 
施設面で学生の自主的な学習を支援するため、資料３－２－Ｂに示すように、雑誌・OA・

情報機器を整備した自習室、学生間の交流・議論を促すための談話室等を整えている。イ

ンターネットは情報調査室の他、学内各所からワイヤレス接続が可能であり、図書検索等、

自宅からのアクセス環境も拡充している。  
 

資料３－２－Ｂ 自習室・情報機器室の整備状況  

室   名  設置機器等  

修士課程研究室  机 48 台、本棚 48 台、パソコン 1 台、プリンタ 1 台  

比較社会文化研究科棟２０１  机 26 台、本棚 26 台  

比較社会文化研究科棟２０３  机 7 台、本棚 7 台  

情報調査室  パソコン 15 台、プリンタ 3 台、スキャナ 2 台  

博士課程研究室（博士論文提出

資格取得者用研究室）  
机 22 台、本棚 22 台、パソコン 1 台、プリンタ 1 台  

4 号館 3 階・理系院生室  机 30 台、本棚 28 台、パソコン 6 台、プリンタ 3 台  

図書館分館・研究専用閲覧室  新着雑誌、 4 人掛机 7 台、机 7 台、パソコン 2 台、ソファ 1 台  

談話室（修士課程研究室横）  コピー、テレビ、ロッカー、冷蔵庫、流し  

談話室（比較社会文化研究科棟

２０２）  
コピー、テレビ、ロッカー、冷蔵庫、流し  

談話室（博士課程研究室横）  テレビ、ロッカー、冷蔵庫、流し  

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準にある 

(判断理由) 

 本学府の教育目的を達成するために、総合演習と調査研究方法論を軸にして、専門性と

学際性・総合性のバランスとともに、理論と方法論のバランスを配慮して授業形態が組み

合わされている。TA、RA は十分に活用されており、分野の特性に応じて授業方法の工夫や

OJT 的訓練機会の確保が適切に行われている。教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラ

バスが作成され、活用されている。研究指導に関しては、特別研究を軸にした指導教員団

による日常的な取り組みが適切に行われている。 

 学生の主体的な学習を促すため、自習室や情報化環境を整備し、ていねいな履修ガイダ

ンスと、指導教員団による継続的指導を行っている。大学院係や留学生相談室も主体的学

習に関わる相談窓口として機能している。  
以上の活動状況は良好であり、適切な教育方法による学際的大学院教育、という関係者

の期待に応えていると判断される。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

専門性と学際性・総合性との両立という本学府の教育目的は、修士課程においては、総

合演習等の学際的・総合的授業８単位を必須科目に含む30単位以上、そのうち他専攻の関

連科目８単位以上という修了要件、そして、それらの単位を円滑に取得して学業の成果を

増すための体系的・段階的カリキュラム編成に、具現されている。その観点からみた修士

課程修了時点の単位取得状況は、資料４－１－Ａに示す通り、単位数およびバランスとも

に程よい。したがって、学生は各年次において専門性と学際性・総合性をバランスよく学

力として身に付けていると判断される。博士後期課程は、同様にコースワーク的視点から

組まれた規定の12単位を取得して修了する。 

留年率および休学率は資料４－１－Ｂに示す通りである。博士後期課程における休学率

の高さが課題だが、本学府の国際化や現場主義の理念を反映して、これには留学や海外調

査等の理由によるものが約３割含まれる。他は経済的理由が多いので、学会報告旅費支援、

RA、研究プロジェクトへの参加等により教育研究を通した経済支援を行っている。学位取

得の要件となる論文発表は休学中の学生に対しても可能な限り指導し、全体では学生１人

あたり年１～２本の水準にある。 

 

資料４－１－Ａ 修士課程修了者の単位取得状況 

（日本社会文化専攻）  

  16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  

修了者数  37  33  23  32 

専門科目総取得単位  1,132  1,036  684  976 

関連科目総取得単位  402  360  224  274 

専門科目平均取得単位  30.6  31.4  29.7  30.5 

関連科目平均取得単位  10.9  10.9  9.7  8.6 

（国際社会文化専攻）  

  16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  

修了者数  15  12  18  12 

専門科目総取得単位  414  344  522  364 

関連科目総取得単位  140  141  198  138 

専門科目平均取得単位  27.6  28.7  29.0  30.3 

関連科目平均取得単位  9.3  11.8  11.0  11.5 

 

資料４－１－Ｂ 留年・休学状況（5 月 1 日現在） 

   16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  

修士課程  留年者数  （留年率） 11 ( 9.6) 10 ( 9.7)  6 ( 6.2) 7 ( 6.5)  

休学者数  （休学率） 8 ( 7.0)  4 ( 3.9)  2 ( 2.1) 5 ( 4.6) 

博士後期課程  留年者数  （留年率） 56 (26.5) 66 (37.5) 57 (37.0) 65 (42.8)  

休学者数  （休学率） 30 (14.2) 23 (13.1) 33 (21.4) 35 (23.0) 

  ※  留年者数：正規修業年限を超えて在籍している学生数、留年率：留年者数を在籍学生数で割っ

た比率、休学率：休学者を在籍学生数で割った比率  

 
修了者の修業年数別人数、学位授与状況は、それぞれ資料４－１－Ｃ、Ｄで示す通りで

ある。博士後期課程において、３年以内の修了率が減少しつつ学位取得数も伸びていない。

この課題については、資料４－１－Ｅに示す学位審査の適正化を平成20年度から実施する
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取り組みを整えた。修士課程の学生は、２年以内の修了率を改善していること、最終試験

のＡ評価率が8割を越え、修士論文の平均得点が例年80点を越えることからみて、専門性と

ともに学際性・総合性が求められる本学府の学位に相応する学力と能力を身につけて修了

している。 

 
資料４－１－Ｃ 修了者の修業年数別人数（人）および規定年数内修了率（％） 

修業年数  
修士課程  博士後期課程  

16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  

２年  45   40   38   40      

３年  5   4   2   3  16   12   8   7  

４年  2    1   1  15   8   5   8  

５年      3   10   2   7  

６年以上       7   11   20  

その他（編入学等）      1     

計  52   44   41   44  34   38   26   42  

規定年数内修了率  86.5%  90.9%  92.7%  90.9%  47.1%  31.6%  30.8%  16.7%  

  ※  博士後期課程は単位取得退学者を含む。  

 

資料４－１－Ｄ 学位授与状況（人） 

   平成 16 年度  平成 17 年度  平成 18 年度  平成 19 年度  

修士（比較社会文化）  45   39   35   40   

修士（理学）  7   6   6    4   

修士合計  52   45   41   44   

博 士 （ 比 較

社会文化）  

課程博士  20   15   14   12   

論文博士  6   1   1   4   

博士（理学） 
課程博士  6   2   1   6   

論文博士  0   1   0   0   

博士合計  32   19   16   22   

 
資料４－１－Ｅ 学位審査の適正化のポイント（平成20年度より実施）  
◎  論文提出資格取得候補者となった後の予備審査を明示する。  

◎  予備審査は六ヶ月以内とし、終了しなかった場合は改めて予備調査委員会を立ち上げる。  

◎  予備調査委員会の報告にもとづく教授会の受理の可否投票を経て、論文調査委員による本審

査に入る。  

◎  上記により、審査の実質化・厳格化と迅速化をはかる。  

 
高度専門職業人としての教育成果を示す資格として、毎年数名の学芸員の他、専門社会

調査士を平成18年以降２名輩出している。学生の受賞および研究助成金の獲得状況を資料

４－１－Ｆ、Ｇに示す。これらは、社会のニーズに応える研究者および高度専門職業人の

育成という点での教育成果を示している。  
 

資料４－１－Ｆ 学生の受賞状況 

専攻   賞の名称  授与組織名  
受賞年

月  
賞の内容  

日本社会

文化専攻  

学生Ａ  第 7 回ハート大賞優

秀賞  

(株 )ハート  ハ

ート昆虫研究奨

励基金  

2007 年  

11 月  

昆虫学の若手研究者を対象に、

昆虫のユニークな研究を奨励

する賞  

学生Ｂ  日本進化学会第 8 回 日本進化学会  2006 年  大会における優秀なポスター



九州大学比較社会文化学府 分析項目Ⅳ 
     

－3-19－ 

大会優良賞  8 月  講演に与えられる賞  

学生Ｃ  日本岩石鉱物鉱床学

会論文賞  

日本岩石鉱物鉱

床学会  

2006 年  

7 月  

岩石鉱物科学， Journal of 

Mineralogical and 

Petrological Sciences に掲載

の優秀論文に与えられる賞  

学生Ｄ  日本人類学会論文奨

励賞  

日本人類学会  2005 年  

11 月  

Anthropological Science に掲

載の若手優秀論文に与えられ

る賞  

国際社会

文化専攻  

学生Ｅ  17th International 

Sedimentrogical 

Congress 最優秀ポ

スター賞  

International 

Sedimentrogica

l Association 

2006 年  

8 月  

大会もっとも優秀なポスター

セッション発表者に与えられ

る賞  

学生Ｇ  第 3 回国際植物学会

ベストスピーカー賞  

国際植物学会  2005 年  

12 月  

学会のセッションごとに優れ

た発表者１名に与えられる賞  

 

資料４－１－Ｇ 学生の研究助成金の獲得状況 

専攻   助成金の名称  授与組織名  年（期間）  

日本社会

文化専攻  

学生ア  (財 )倶進会  一般助成  (財 )倶進会  2005 年  

学生イ  小林節太郎記念基金  富士ゼロックス  2005 年  

福岡市アジア都市研究所若手研究

者助成プログラム  

福岡市  2005 年  

国際社会

文化専攻  

学生ウ  トヨタ財団研究助成  トヨタ財団  2007～ 2008 年  

福岡市アジア都市研究所若手研究

者助成プログラム  

福岡市  2006 年  

松下国際財団アジアスカラシップ  松下国際財団  2004～ 2005 年  

学生エ  トヨタ財団研究助成  トヨタ財団  2006～ 2008 年  

学生オ  フルブライト奨学金（米国ルイジ

アナ州での１年間の研究調査）  

フルブライト財団  2005～ 2006 年  

学生カ  シルクロード学術調査団・歴史学

班  

九州・シルクロード協会  2005～ 2007 年  

学生キ  外国人留学生研究助成  富士ゼロックス・小林節

太郎記念基金  

2006 年  

学生ク  笹川科学研究助成  日本科学協会  2005 年  

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況) 

本学府における学業の成果に関する学生の評価は、教務学生委員会が定期的に実施して

いる学生アンケート調査により得られ、これらの結果が教育改善のためのデータとして活

用されている。この調査は資料４－２－Ａの要領で実施されている。  
このうち、本学府の教育目的に沿った教育制度および学業成果に関する平成18年調査の

結果を、資料４－２－Ｂ、Ｃに示す。「異なる社会文化の共生」と「学際的なアプローチ」

の評価は、教育制度も学業成果も約７割が肯定的であり、他の項目も５割前後が肯定的で

ある。アンケートの自由記述や、広報誌『Crossover』の学生座談会記録をみても、本学府

ならではの自由・学際性・国際性が学業に生かされたと評価する声が強い。これらを総合

的に判断して、本学府の教育目的を達成する教育は良好な状況にあると考えられる。  
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資料４－２－Ａ 学生アンケート調査の内容 

目的  
教育内容・方法および学業・研究の成果に関する評価と実態を把握し、教育の改善に

資すること。  

方法  
平成 11 年度から定期的に実施している本学府学生全員を対象とする質問紙調査。最

新の平成 18 調査は、電子メール配付、回収 69（修士 33、博士 36：回収率不明）。  

内容  

指導教員団制度に対する評価、授業科目および研究指導の内容・方法に対する評価、

施設環境および支援体制に関する評価、学業・研究の成果に関する実態と評価、進路

に関する態度、等。  

 

  資料４－２－Ｂ 教育目的に沿った教育に関する評価（平成 18 年調査。値は％）  

あなたは、比文が特色として掲げる以下の 4

つの目標が、全体として比文の教育・研究制

度や成果に反映されていると思いますか。  

反

映

さ

れ

て

い
る 

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

反

映

さ
れ
て
い
る 

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

反

映

さ

れ

て

い

な

い 反

映

さ

れ

て

い
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 ａ．異なる社会文化の共生を目ざした研究

教育  
26.1  50.7  10.1  10.1  2.9  

 ｂ．学際的なアプローチ  31.9  39.1  14.5  5.8  8.7  

 ｃ．日本と世界を結ぶ行動人の養成  15.9  39.1  17.4  18.8  8.7  

 ｄ．社会に開かれた学問（学問と現場の橋

渡し人材）  
13.0  34.8  20.3  21.7  10.1  

 
資料４－２－Ｃ 教育目的に沿った学業成果の評価（平成 18 年調査。値は％）  

あなた自身は、これまでの比文での教育・研

究を通して、これら 4 目標に関して学力の向

上、視野の広がり、実践的関わりの増大、な

どの成果を得たと思いますか。  

お
お
い
に
成

果
を
得
た 

多
少
は
成
果

を
得
た 

あ
ま
り
成
果

を
得
て
い
な

い ま
っ
た
く
成

果
を
得
て
い

な
い 

わ
か
ら
な
い 

 ａ．異なる社会文化の共生を目ざした研究

教育  
24.6  43.5  17.4  7.2  7.2  

 ｂ．学際的なアプローチ  29.0  44.9  8.7  7.2  10.1  

 ｃ．日本と世界を結ぶ行動人の養成  14.5  37.7  20.3  17.4  10.1  

 ｄ．社会に開かれた学問（学問と現場の橋

渡し人材）  
13.0  30.4  24.6  20.3  11.5  

 
 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 適正なバランスの、また好成績の単位取得状況、修士課程についてはほとんどが２年以

内に好成績で学位を得て修了している状況、博士後期課程については、高い休学・留年率

の課題があるものの、学位取得につながる休学理由が少なくないことや、着実な論文発表、

受賞・研究助成の獲得状況からみて、教育の成果や効果はあがっている。また、休学の抑

制を含め円滑な学位取得のために、論文審査過程の改正を実施する体制を整えた。  
学生自身の評価としては、学府の教育目標に沿った教育効果と成果を認める意見が強い

ので、教育の成果や効果があがっている。  
以上のように、課題への適切な取り組みを含めて学業の成果は良好であり、学位に見合う

学業成果の適正な創出という関係者の期待を上回ると判断される。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

修士課程修了者を入学年ごとにみると、平均して、進路決定率は９割、そのうち６割が

博士課程に進学する。就職希望者の就職決定率は 95％程度であり、九州・関東、海外では

中国を中心に多様な分野に、高度専門職業人としての人材的貢献を果たしている。博士後

期課程修了者および単位取得退学者については、進路未定率はより高いものの、就職希望

者の就職決定率はやはり 95％程度である。九州圏内のみならず国内外とりわけアジアの大

学・研究機関に教員・研究者を輩出している。このように、研究者および高度専門職業人

の要請という本学府の目的を十分に達成している。 

過去４年間の本学府における修了後の進路状況は、資料５－１－Ａに示す通りである。

就職者の産業別、職業別分布を資料５－１－Ｂに、修了者の主な進学先・就職先を資料５

－１－Ｃに示す。 

 
資料５－１－Ａ 修了後の進路状況  

修士課程  
16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  

男  女  計  男  女  計  男  女  計  男  女  計  

大学院  10 11 21 7 17 24 9 9 18 5 12 
1

7 

就職  4 10 14 6 8 14 8 9 17 9 13 22 

その他  10 7 17 2 4 6   6 6 2 3 5 

計  24 28 52 15 29 44 17 24 41 16 28 44 
 

博 士 後 期 課

程  

16 年度  17 年度  18 年度  19 年度  

男  女  計  男  女  計  男  女  計  男  女  計  

就職  12 6 18 6 10 16 7 6 13 11 11 22 

その他  11 5 16 11 11 22 10 3 13  5 10 15 

計  23 11 34 17 21 38 17 9 26 16 21 37 

 
資料５－１－Ｂ 産業別・職業別就職状況（人） 

  
修士課程修了者  博士後期課程修了者  

H16 H17 H18 H19 H16 H17 H18 H19 

就職者数（進学かつ就職した者も含ま

れる）  
12 14 14 22 6 18 16 22 

産業別  建設・製造業   1 1 3 6    1 

 情報通信業     4 5   1  

 卸売・小売業  2    1   2 

 金融・保険業    1      

 教育、学習支援業  4 4 3 5 5 15 11 16 

 サービス業   3 6 1    3  

 公務   1 2 2 1    3 

 その他  1 1  5  3 1  

職業別  専門的・技術的職業従事者  4 12 6 7 5 18 15  

 （内訳） 科学研究者   3 1   1 4  

 技術者   1 1 5     

 大学等の教員    1  3 15 10 10 

 高等学校等の教員  4 4 1 1 1  1  

 保健医療従事者   4       

 その他    2 1 1 2   

 事務従事者  7 2 8 12 1  1 12 

 販売従事者     3     
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 その他    1        

 

資料５－１－Ｃ 主な進学先・就職先（過去４年間） 

 
 
 

修  
士  
課  
程  
修  
了  
者  

進
学  

九州大学大学院，鹿児島大学大学院，広島大学大学院，東京海洋大学大学院  

 

 

 

就

職  

 

大学・研究教育機関・公務員  民間企業  

地域科学研究所，メディア開発綜研，自然環

境研究センター，奈良文化財研究所，中国科

学院新疆生態地理研究所，海南大学（中国），

山東省魯東大学（中国），大連外国語学院（中

国），西南学院中学校・高等学校，博多女子

高等学校，松浦東高等学校，精華女子高等学

校，西日本国際教育学院，佐賀県教育庁，北

九州市役所，香川県国分寺町役場，駐福岡大

韓民国総領事館，等  

共同通信社，西日本新聞社，熊本日日新聞社，

第一法規，凸版印刷， JTB 九州，財界九州，

西日本総合リース，NTT ドコモ九州，リクル

ート，ヒューマンリソシア，三井物産，ニプ

ロ，富士通，ランドコンピュータ，ユニテッ

ク，日本 IBM ソリューションサービス，伊藤

忠テクノソリューション，東洋ビジネスエン

ジニアリング，富士ゼロックス，三井化学，

住友電気工業，日本海洋掘削，京進，日東紡，

マリンフード，ケムコジャパン，森ビル，レ

オパレス２１，等  

 
 
 
 

博  
士  
後  
期  
課  
程  
修  
了  
者  

 

 

 

 

 

就

職  

 

大  学  その他の研究文化機関・民間企業  

九州大学，福岡大学，福岡女子大学，中村学

園大学，福岡工業大学，福岡国際大学，久留

米大学，北九州市立大学，九州国際大学，長

崎大学，長崎国際大学，大分大学，大分県立

芸術文化短期大学，立命館アジア太平洋大

学，熊本県立大学，九州東海大学，熊本学園

大学，鹿児島純心女子大学，山口大学，下関

市立大学，静岡大学，和光大学，北陸先端科

学技術大学院大学，梅光学院大学，北見工業

大学，大連大学（中国），上海師範大学（中

国），遼寧師範大学（中国），新疆師範大学

（中国），長榮大学（台湾），慶州大学校（韓

国），トリブベン大学（ネパール），ナンヤ

ン工科大学（シンガポール），メキシコ国立

自治大学，マレーシア大学，ラフマン農業大

学（バングラディシュ），ほかに大学非常勤

や専門学校常勤多数．  

柳川古文書館，長崎県立対馬歴史民俗資料

館，長崎市遠藤周作文学館，小城市立歴史資

料館，竹田市立歴史資料館，福岡アジア都市

研究所，大阪府文化財センター，自然環境研

究センター，大韓民国国務総理，熊本県御船

町役場，中国新聞社，教育出版， NＴＴデー

タシステムズ，協和エンジニアリング，中村

薬局，飯塚病院，三谷商事（株），イオン九

州，等  

 
 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

前述した就職決定率の高さからみて、専門性と学際性・総合性の両立を謳う本学府の理

念は、学術のみならず各産業界で一定の評価を得ていると判断される。資料５－２－Ａに

示す通り、新聞記事等で取り上げられる修了生・在校生も少なくない。  
 

資料５－２－Ａ 新聞記事等で取り上げられた修了生の活躍  

◎本学府博士修了生Ｙさんの功績  「日本産のチョウ・別種を確認」 2007 年 9 月 18 日朝日新聞，「温

暖化によるチョウの拡大」 2007 年 10 月 7 日朝日新聞，「夜のチョウは耳を持つ」 2007 年 11 月

12 日共同通信  

◎本学府博士修了生 I さんの功績  「ハドロサウルス類の頭骨化石が御船町でみつかった」  2007 年

10 月 13 日 NHK ニュース，同 14 日新聞各紙（朝日，読売等）  

◎本学府博士修了生Ｏさん、フリーターユニオンを通した社会活動  「５月病祭・フリーターを使い

捨てるな」  2007 年 5 月 24 日西日本新聞  
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修了生や、その就職先の関係者からの意見聴取は、資料５－２－Ｂに示す方法により行

っている。修了生調査および修了生の勤務先調査は、資料５－２－Ｃに示す形で実施した。

その結果の一部を資料５－２－Ｄ、Ｅ、Ｆに示す。  
 
 資料５－２－Ｂ 修了生や関係者からの意見聴取の方法  

調査・資料の名称  年度  概要  

『比文創立十周年記念

文集』  

平成 16 年  本学府の創立十周年を振り返りつつ、将来の理念を語るこ

とを趣旨とし、一期生 7 名を含む修了生 17 名、九大他学府

の役員 5 名、外部機関の 3 名から、評価やコメントを含む

エッセイをいただいた。  

広報誌『 Crossover』  年 1-2 回発

行  

「卒業生から」や「新しい出発」の定期的な企画で、修了

生の意見や体験を掲載している。また「論文を書き終えて」

の定期的企画で論文執筆を通した本学府に対する意見をも

らっている他、「留学生座談会」や「社会人」特集で在校

生の声をとりあげている。  

授業実態調査  隔年  教員対象。主に授業の内容・方法に関する調査だが、指導

した修了生の就職先状況（勤務先での評価や学界での活躍

状況等）、指導学生の学業状況も調査している。  

修了生調査および修了

生の勤務先調査  

平成 19 年  資料５－２－Ｃ参照。  

 
資料５－２－Ｃ 修了生調査および修了生の勤務先調査の詳細 

目的  
本学府の修了生の勤務状況と、それに対する学府教育の効果、および勤め先の評価、等を

把握し、教育の改善に資すること。  

方法  

平成 19 年 11 月実施。平成 16 年度以降の、主に修士課程の修了生を対象として 100 名を作

為抽出（博士後期課程修了生を若干名含む）。往復とも郵送法で、回収は 20 件。勤務先調

査は、修了生調査に調査票を同封し、修了生本人を介してその上司に依頼する形をとった。

返信は直接の郵送法。回収は 3 件。どちらも自由記述中心。  

内容  

修了生調査：大学院修了生としての就職経験，仕事や社会生活に役立っている能力や知識，

等．  

勤務先調査：大学院修了者の採用状況および条件，修了生に対する評価，大学院への期待，

等．  

 

  資料５－２－Ｄ 身についた、重要な、能力や知識（平成 19 年修了生アンケート）  

以下に示すア）～シ）の能力や知識は、  

【Ａ】比文（本学府）における教育研究によって向上しまし

たか。  

【Ｂ】あなた現在のお仕事においてどれくらい重要ですか。 

【Ａ】  【Ｂ】  

と

て

も

向

上

し

た 多

少

は

向

上

し

た 重

要

で

あ
る 

や

や

重

要

で

あ

る 

ア）  非母国語の運用能力  25 45 45 15 

イ）  情報処理（コンピュータやインターネットの活用）の

能力  
15 60 60 25 

ウ）  他人に自分の意図を明確に伝える能力  30 50 75 20 

エ）  討論する能力  30 50 55 30 

オ）  集団でものごとに取り組む能力  20 30 60 25 

カ）  自分の専門分野に対する深い知識や関心  65 30 50 10 

キ）  分析的に考察する能力  65 30 65 25 

ク）  新たなアイデアや解決策を見つけ出す能力  40 50 70 25 

ケ）  データや記録の計測・分析能力  15 65 50 35 

コ）  記録・資料・報告書等の作成能力  65 35 70 25 

サ）  国際的に物事を考える力  40 40 30 25 
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シ）  学際的に物事を考える力  35 65 30 25 

※  有効回答 20 人中のパーセント（四捨五入）。  

 
資料５－２－Ｅ 仕事に役立っている研究・学習経験  

◎  総合演習で培われたプレゼンテーション・分析能力。  

◎  情報処理、社会調査、古文書読解法などの調査研究方法論。各種のリテラシーとしても重要。  

◎  レポートや論文執筆を通した文章を書くという能力の訓練。  

◎  英語や、韓国語による講読演習。語学学習。  

◎  留学生の多い中で勉強した環境が、国際感覚を磨いた。  

◎  広い視野と、深い洞察力。多角的な歴史認識。それらによるコミュニケーション能力。  

（平成 19 年修了生アンケート自由記述、『 Crossover』等からの抜粋） 

 

資料５－２－Ｆ 職場の要請と本学府修了生の能力が合致する項目  
◎  専門分野の知識。（ 1）  

◎  知識や情報を集めて自分の考えを導き出す能力。（ 3）  

◎  チームを組んで課題に適切に取り組む能力。（ 1）  

◎  ディベート、プレゼンテーション能力。（ 1）  

◎  国際コミュニケーション能力。（ 1）  

◎  仕事に対する使命感や責任感。（ 2）  

（平成 19 年修了生の勤め先調査における選択式の質問より、被選択項目を掲載。カッコ内は被選

択数。）  

 

このように、本学府における専門性と学際性・総合性の両立のための訓練・学習を通し

て得られた様々な能力や経験が、修了生からもその就職先からも評価されている。同じく

重視している国際的能力も、語学を中心に評価されている。 

これらより、実際に学術的にまた社会的に求められる研究者あるいは高度専門職業人を

輩出しているということがいえ、本学府教育の成果・効果があがっていると判断できる。 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

過去４年間における修士課程修了後の進路状況では約６割が博士後期課程に進学し、専

門性と同時に学際性・総合性を生かして幅広く研究職を得ていることから、研究者の養成

という点で教育の成果や効果があがっている。 

修士課程で就職する場合の就職先は業種・職業・地域的に多様であり、また、修了生や

就職先等の関係者から、仕事に必要な諸能力が本学府の教育により適切に得られていると

いう評価がある。これより、高度専門職業人の養成という点で教育の成果や効果があがっ

ている。 

 このように、学術および産業界で必要とされる多様な人材を養成しており、学際性・総

合性をふまえた教育の成果と効果は良好である。特に、本学府は大学院発足からの歴史が

浅いにもかかわらず、その人材輩出に関して一定の社会的認知と評価を得ている点から、

学術を含む各界から期待される水準を上回ると判断される。 
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Ⅲ 質の向上度の判断 
 

①事例１「アジア留学生の人材養成を軸とした国際化」(分析項目ⅠおよびⅡ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

本学府では法人化以前から積極的に留学生を受け入れており、資料１－１－Ｆに示した

ように、法人化後も学生に占める留学生の割合は３割を維持している。とりわけ多勢を占

める中国および韓国との関係を強化する目的で、資料２－２－Ｂに例示した取り組みを各

分野で行ってきたが、さらにアジア留学生の人材育成を軸とした双方向的な国際化を制度

化するために、平成 19 年度に釜慶大学校と学術協定を締結した。 

また、21 世紀 COE「東アジアと日本：交流と変容」の成果をふまえて、アジア国際化の

点での教育内容を一段と充実させるために、平成 19 年度に歴史学拠点コースを開設した。 

したがって、教育の体制および内容における国際化は、高い水準を維持しつつさらに改

善している。 

 

②事例２「支援制度による教育方法と学業成果の改善」(分析項目ⅢおよびⅣ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

 留学生の学習・生活を支援して教育効果を上げる目的で、平成 17 年に留学生相談室を設

置し、専属の教員を配置した。延べ利用数は毎年 100 件を超えており、チューター制と組

み合わせてよく機能し、学生アンケート調査でも留学生の評価は高い。 

 また、学会での研究報告を重要な教育方法の一貫として位置づけて実施している学生の

学会報告旅費支援が、適度な競争効果を生み、修士からの活発な発表や国際化として学業

成果は着実に上がっている。 

したがって、これらの支援制度の整備により、教育方法と学業成果の質が改善、向上し

ている。 

 

 

 


